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平成の大合併と地方交付税改革 
―福知山市の 1市 3町の合併を研究事例として― 
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１ はじめに 
本稿は、福知山市の 1 市 3 町の合併（平成 18 年 1 月 1 日）(1)を事例として取り上
                                                   
























の支援施策を推進して行く。その結果平成 11 年（1999 年）と平成 28 年（2016 年）
の「市町村」数を比較すると、3,229 から 1,718 と大きく合併が進み、約半減する結
果となった。特に財政力の弱い「村・町」に限って言えば、2,558 から 927 となり約







                                                                                                                                           
委員会で各項目の協議が行われ、平成 17 年 3 月 30 日に京都府に「合併（編入合併）」の申請を
行い、翌平成 18 年 1 月 1 日新市の福知山市が誕生した。 
（2）地方自治法第 7 条第 1 項に「 市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に
基き、都道府県知事が当該都道府県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に
















きる。明治 21 年（1888 年）12 月末における我が国の人口は 3,883 万 3,415 人で同
年 12 月末の全国の町村数は 71,314(3)である。単純に 1 町村当たりの人口に直すと、
その数は約 545 人となる。この数字を見る限り、1 つの単独の町村で、現在のような
地方行政を行っていくことは不可能と言わざるを得ない。 
国においては、明治 11 年（1878 年）7 月に、「群区町村編成法」、明治 13 年（1880
年）4 月には「区町村会法」が公布され、国と地方の関係の整備を進めている。その
後、明治 21 年（1888 年）2 月の「市制町村制」の公布や、明治 23 年（1890 年）5
月の「府県制群制」の公布となって、一気に国と地方の枠組みの整備が進められた。
つまり、明治の大合併は、法律の制定に基づき国主導で進められたものである。これ
ら法整備によって、明治 21 年（1888 年）12 月末時点の全国の町村数は 71,314 であ












                                                   













300～500 戸（1500 人～3000 人）を標準規模として全国的に行われた｡ 
＊明治の大合併前後の国と地方の法的整備 
明治 4 年（1871 年）  4 月      戸籍法公布 
明治 11 年（1878 年） 7 月      郡区町村編制法公布 
明治 13 年（1880 年） 4 月      区町村会法公布 
明治 14 年（1881 年）10 月      国会開設詔書発布    10 月  国会開設詔書発布 
明治 21 年（1888 年） 2 月      町村制市制講究会山縣有朋演達 
同 年         4 月 市制町村制公布 




明治 22 年（1889 年） 2 月      大日本帝国憲法発布 
同 年              4 月      市制町村制施行 
明治 23 年（1890 年） 5 月      府県制郡制公布 
同 年              7 月      第 1 回衆議院議員総選挙 
同 年             11 月      第 1 回帝国議会開院 




 明治の大合併以後、我が国は約 57 年間、軍事体制下にあり、昭和 20 年（1945 年）
8 月 15 日に終戦を迎える｡では、昭和の大合併は何を目指し、その合併手法はどのよ
                                                   








的に処理する必要が生じ、昭和 28 年の「町村合併促進法」（第 3 条「町村はおおむね
8,000 人以上の住民を有すること」）及びこれに続く昭和 31 年の「新市町村建設促進
法」や、「町村合併促進基本計画」（昭 28 年（1953 年）10 月 30 日 閣議決定）が制
定された。約 8,000 人という数字は、新制中学校 1 校を効率的に設置管理していくた
めに必要な単位基準で、昭和 28 年（1953 年）から昭和 36 年（1961 年）までに、市
町村数はほぼ 3 分の 1 に減少した。 


















の地方主導の動きを物語るように、昭和 28 年（1953 年）9 月 1 日「町村合併促進法」
が｢議員立法｣で制定された。 
                                                   
（5）当時の知事は内務省の官僚で国家公務員である。 
（6）地方財政委員会（第一期）は、1948 年（昭和 23 年）1 月 7 日、内務省の廃止[1]に伴い、地方
財政委員会法（昭和 22 年法律第 155 号）に基づいて、内閣に設置された合議制の機関である。
地方財政委員会（第二期）は、1950 年（昭和 25 年）5 月 30 日、地方財政委員会設置法（昭和











明治の大合併では、明治 21 年（1888 年）12 月末から僅か 1 年足らずで、全国の
町村数が 71,314 から、15,859 に減少している。しかし、昭和の大合併は、時限立法
である町村合併促進法の基で、約3年間（昭和28年(1953年)10月から昭和31年（1956





昭和 22 年（1947 年） 8 月 地方自治法施行（1947 年 5 月 3 日 法律第 67 号） 
昭和 28 年（1953 年）10 月 町村合併促進法施行（1953 年 10 月 1 日法律第 258 号） 
昭和 31 年（1956 年） 4 月 新市町村建設促進法施行（1956 年 6 月 30 日法律第 164 号） 
昭和 31 年（1956 年） 9 月 町村合併促進法失効（1956 年 9 月 30 日） 
 
 
昭和 36 年（1961 年） 6 月 新市町村建設促進法一部失効 
昭和 37 年（1962 年）10 月 市の合併の特例に関する法律施行 
（昭和 37 年 5 月 10 日 法律第 118 号） 
昭和 40 年（1965 年） 4 月 市町村の合併の特例に関する法律施行 
（昭和 40 年 3 月 29 日 法律第 6 号） 
昭和 41 年（1966 年） 4 月 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行 
（昭和 50 年 3 月 28 日 法律第 5 号） 
昭和 51 年（1976 年） 4 月 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行 
（昭和 60 年 3 月 30 日 法律第 14 号） 
 
以上の様な法整備の中で、昭和 28 年（1953 年）から昭和 36 年（1961 年）までに、












人口も平成 22 年（2010 年）の 1 億 2,806 万人をピークにその後は、減少に転じると
「国立社会保障・人口問題研究所」は推計している。合計特殊出生率(7)が 2.07 であれ
ば人口は横ばいを示し、これを上回れば自然増、下回れば自然減と言われているが、
平成 28 年（2016 年）の特殊出生率は 1.44 で、この数値を基に判断すると、我が国
の今後の人口は図表 2 の様に推移すると言われている。 
                                                   
（7）人口統計上の指標で、一人の女性が出産可能とされる 15 歳から 49 歳までに産む子供の数の平
均を示す。この指標によって異なる時代、集団間の出生による人口の自然増減を比較・評価でき
る。 
図表 1 明治の大合併と昭和の大合併による市町村数の変遷 






（注）国土交通省が、2010 年以前は総務省「国勢調査」、同「平成 22 年国勢調査人口等基本集計」、
国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974 年）、2015 年以降は国立社会
















































































平成 11 年（1999 年） 4 月の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に
関する法律一部施行」以降、平成 18 年（2006 年） 3 月の「市町村の合併の特例に
関する法律」の経過措置終了迄の間に、町村については、2,558（町：1990、村：568）
から 1044（町：846、村 198）へと約半減する結果となった。逆に市においては、671
市から 777 市へと増加している。 
 
（注）総務省 http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html 資料より筆者作成 
 















スを一定水準に維持する目的で、「地方交付税制度（昭和 29 年（1954 年）法制化）」
が創設され今日に至っている。 
戦後の高度成長期やバブル期においては、地方交付税の財源となる、所得税、酒税、












しかし、図表４でみるとおり、平成 3 年（1991 年）から平成 17 年（2005 年）ま
で、国の交付税特別会計の借入残高は一貫して増加している(8)。高度成長期の終焉に
より、国は、財源となる「所得税及び法人税の 33.1％」、「酒税の 50％」、「消費税の








（1991 年）から増加し始め、平成 17 年（2005 年）時点では約 30 兆円にも達してい
た。そこで、国は普通交付税の交付額が不足する場合でも、特に不足する原資を補て
んせず、交付額が不足した状態のまま地方公共団体に交付することとしたが、この状








 図表４で明らかな様に、平成 13 年（2001 年）からの臨時財政対策債の発行により、







                                                   
（8）国債の異常累積と地方交付税特別会計の「隠れ借金」：鈴木 純義 2016 年 3 月 
（9）地方交付税交付金の財源は、平成元年時点では、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税 




























                                                   
（10）総務省「『平成の合併』について」の公表（平成 22 年 3 月 5 日） 




















































ての合併自治体が完全一本算定に移行すれば、平成 25 年（2013 年）時点では約 9,000
億円の普通交付税が縮減されると、日本政策投資銀行は予測している。しかし、図表
7 で示す様に、各年度の基準財政需要額に増減はあるが、平成 20 年（2008 年）度を
ゼロベースとして考えた場合、平成 20 年（2008 年）度と平成 30 年（2018 年）度を





                                                   
（12）日本政策投資銀行「合併市町村が直面する財政上の課題」2013 年 











５ 福知山市の 1市 3町と兵庫県篠山市の４町の合併を検証する 
 ５.１ 合併前後における福知山市と 3町の財政状況 
５.１.１ 平成 17年度における旧福知山市と旧 3町の一般会計歳入区分 
合併前の旧大江町・旧三和町・旧夜久野町の 3 町の「平成 17 年（2005 年）度一般
会計打切り決算(13)」における歳入区分をみることにする。 




図表 8 のグラフは旧 3 町の歳入区分を示しているが、地方交付税の占める割合は、
図表 9 の旧福知山市と比較すると格段に高くなっている。旧 3 町の地方交付税が一般
                                                   
（13）合併により消滅した地方公共団体の収支は、消滅の日をもってこれを打ち切り、決算を行うこ
ととなる（地方自治法施行令第５条第２項） 











 国からすれば、この様な地方交付税の依存度の高い旧 3 町と旧福知山市との合併を
推し進め、将来の一本算定を視野に入れ、地方交付税の縮減を進めようと考えるのは、
交付税特別会計の現状からしてむしろ当然と言えるだろう。 
 ここで、平成 19 年（2007 年）度の合併後の一般会計決算における新福知山市の歳
入区分を見ることにする。 
 




山市の 17％より高くなるが、歳入区分としては 25.9％に抑えられた形となっている。 
 
 
                                                                                                                         





   
図表 9 旧福知山市の一般会計歳入区分 













2017 年（決算ベース）  
福知山市財務部財政課作成資料「普通交付税等交付額推移」表より筆者編集 
 
平成 28 年（2016 年）度から福知山市は合併から 10 年を過ぎ、合併算定替の期間
が終了し、一本算定への移行時期となる。図６の普通交付税の交付額の縮減推移表に
基づけば、初年度は 10％の縮減、2 年目には 30％の縮減となり、完全実施となる６
年目には、平成 29 年度ベースで算定すると約７億 2 百万円の縮減額となる。（図表





11 の④）（国は当初の縮減計画を平成 26 年に見直している。詳細は末尾「2」参照） 
図表 11 の「普通交付税等交付額推移」表によれば、平成 28 年度から始まる普通交
付税及び臨時財政対策債を一本算定で計算した場合の交付額は、平成 28年度で約100
億 39 百万円（図表 11 の①）、平成 29 年度で約 100 億 94 百万円（図表 11 の②）と
なる（調整率や錯誤額等を含めて計算している）。年度ごとの削減率（1 年目、10％．
2 年目、30％）に当てはめ計算すると、平成 28 年度で約 1 億 16 百万円（図表 11 の
③÷0.9－③）、平成 29 年度で約 3 億 1 百万円（図様 11 の④÷0.7－④）の縮減額と
なる。 
合併後１０年を経て普通交付税が縮減期に入り、福知山市の財政状況はかなり緊迫
した状況に立ち至っている。合併特例債の平成 29 年（2017 年）度末の未償還残高は
159.6 億円であるが、その償還に追われる一方、旧町の庁舎を「支所」として残すこ
とが、「合併協議会(14)」の決定事項となっていたため、人口一人当たりの職員数は、
非合併自治体より多くなっている。市域面積も旧福地山市の 264 ㎢から合併後は 552
㎢と拡大し、守備範囲が広がり必然的に合併後の福知山市の財政負担は大きくなった
と言える。高齢化の進行や扶助費の増加に加え、各支所の存続によって職員数の削減







の完全実施の 1 年前（平成 26 年（2014 年））によるものである(16)。 
 
兵庫県篠山市における普通交付税の算定替えと一本算定の縮減額の算出 
≪一本算定完全実施直前の平成 26 年（2016 年）度の財政資料による≫ 
  基準財政需要額 
   篠山町 6,395,698 千円① 
   西紀町 2,181,600 千円② 











   丹南町 4,258,020 千円③ 
   今田町 1,709,962 千円④ 
   合 計 14,545,280 千円⑤＝①＋②＋③＋④ 
   篠山市 12,793,137 千円⑥ 














併市町村が直面する財政上の課題』2013 年」が推計した平成 17 年（2005 年）の普
通交付税の縮減額約 9,000 億円を「決算数値」で確証を取ることが今後必要である。 
    
































































 国も地方も動かしているのは、「人」である。取り分け国家公務員約 28 万 5 千人（一








平成 31 年 1 月 
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しかし、平成 18 年(2006 年)度（平成の大合併の達成時期）を最終年度とし、3 年
間かけて実施された三位一体改革では、4 兆円の補助金改革と 3 兆円の税源移譲とい
う数値目標は達成されたが、地方自治体の裁量権拡大には結びつかない補助金改革で
あったと言える。しかも、3 年間での地方交付税の削減は 5 兆円にも及び、地方分権
という視点よりも国の財政再建が優先されたということができる。  












減に結びつかない状況となった。そこで、平成 26 年度以降 5 年程度の期間をかけて、
当初の縮減計画の見直しを行っている。 
参考文献：（平成 30 年度「地方交付税のあらまし」一般社団法人 地方財務協会） 
福知山公立大学研究紀要(2019)
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